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北海道における働き方改革・雇用環境改善に向けた共同宣言

～ 全ての人が健康で安心して活躍できる社会に ～

北海道の人口は、平成９年の約570万人をピークに、全国より約10年早く人口減少局面に入

り、平成22年の人口はピーク時よりも約19万人少ない550.6万人となり、今後も人口減少が進行

することが見込まれています。

また、北海道の就業者数については、今後、経済成長と労働参加が適切に進まなかった場

合、平成42年には203.5万人と、平成26年から50.6万人減少することが見込まれています。

こうした中、北海道の活力と成長力を高め、持続可能な社会をつくる観点から、仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現とともに、経済の好循環を更に進めていくため、企業にお

ける人材の確保・定着が求められています。

北海道の労働時間は、年間総実労働時間（平成26年）が2,060時間で全国平均の2,021時間を

上回り、年次有給休暇の取得率（平成26年）が42.5%と全国平均の47.6%を下回るなど全国より長

時間労働の傾向が見られます。

また、雇用者数に占める非正規雇用労働者の割合（平成26年）は39.8％と全国平均の37.4％

より高く、正社員の有効求人倍率（平成26年度）は0.52倍と全国の0.68倍より低くなっており、女

性の就業率（25歳から44歳、平成26年）は66.7％と全国平均の70.8％より低くなっています。

さらに、家族の介護・看護を理由とした北海道の離職・転職者は、平成19年10月～平成24年９

月の５年間で、2.1万人に及んでおり、深刻な問題となっています。

そこで、これらを改善するためには、北海道の各地域、農林水産業を含む全ての産業におい

て、「働き方改革」、「非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善」、「女性の活躍推進」、「魅力

ある雇用機会の創出」などに取り組むことが重要です。

こうした取組により、雇用の質の向上が図られ、全ての人々が、育児や介護をはじめとしたラ

イフステージの各場面で、健康で安心していきいきと働くことができるようになります。さらに、女

性の活躍する社会、若者や高齢者等が能力を発揮できる社会の実現、仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）及びディーセント・ワークの実現にも繋がります。また、人材の確保・育成、

生産性の向上による地域産業の発展などの効果も期待できます。

私たちは、これらの共通認識を持ち、道内の気運醸成を図るために次の取組を促進してまい

ります。

また、この共同宣言に賛同いただける地方自治体や各種団体等との様々な連携に努めなが

ら、北海道で働く人々が意欲をもって、その能力を十分発揮し、安心して活躍できる環境の整備

に向けて、これらの取組を進め、北海道がより魅力的で元気になることを目指します。
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（１）働き方改革

長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得を促進するとともに、個々の労働者の生活ス

タイルに対応できる多様で効率的な働き方などの「働き方改革」を推進します。

（２）非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善

非正規雇用労働者については、正社員への転換の拡大、意欲・能力に応じた賃金決

定、教育訓練や、福利厚生面での改善を進めます。

（３）女性の活躍推進

女性が個性と能力を発揮して活躍できるよう、職域の拡大を進めるとともに、仕事と家庭

の両立や、子育て支援・再就職支援等によるキャリアの継続が可能な環境整備を進めま

す。

（４）魅力ある雇用機会の創出

魅力ある雇用の場づくりや、産業振興と雇用対策の一体的な取組などにより、良質で安

定的な雇用機会の創出を推進します。
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